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ダイナミック・ケイパビリティと 
スーパーオーディナリー・ケイパビリティ 
－その区別と理論的意義－ 
What is the role of Superordinary Capabilities in Dynamic Capabilities 
Framework? 
 
 橋本 倫明 (Noriaki Hashimoto) 

 

ダイナミック・ケイパビリティ論に対しては，ダイナミック・ケイパビリティ

概念自体の曖昧さやその理論体系としての脆弱さが指摘されてきた。こうした状

況の中，特定の製品やプロセスを継続的に改良して効率性を高める能力として，

スーパーオーディナリー・ケイパビリティという新たな概念が提示された。しか

し，その新たな能力概念が従来の能力概念とどのように区別され，またその理論

体系の中でどのように位置づけられ，どのような点で有益なのかについては現状

明らかにされていない。そこで，本稿ではまず，ダイナミック・ケイパビリティ

やオーディナリー・ケイパビリティとの区別を明らかにするために，スーパーオ

ーディナリー・ケイパビリティ概念を詳細に検討し，従来の能力概念を含めて再

定義した。その結果，ダイナミック・ケイパビリティは進化的適合度を高める高

次のダイナミックな能力，スーパーオーディナリー・ケイパビリティは技能的適

合度を高める高次のダイナミックな能力，オーディナリー・ケイパビリティは技

能的適合度と進化的適合度を高める低次のスタティックな能力として区別でき

ることがわかった。そのうえで，持続的な競争優位の源泉をめぐるダイナミック

・ケイパビリティ論内部の論争をとりあげ，スーパーオーディナリー・ケイパビ

リティ概念の導入がその理論体系にどのように役立つのかを検証した。本稿では

各能力と持続的な競争優位の関係を再解釈することで，スーパーオーディナリー

・ケイパビリティ概念の導入によってその内部論争を解決できる可能性がある

こと，また持続的な競争優位は環境変化の激しさにかかわらず，ダイナミック・

ケイパビリティとスーパーオーディナリー・ケイパビリティの両方に大きく依

存することを示した。これらの結論は，スーパーオーディナリー・ケイパビリテ

ィ概念の導入がダイナミック・ケイパビリティ論の理論体系を精緻化する可能

性を示唆している。 

 
While dynamic capabilities framework has been pointed out that the content is 
ambiguous and weak as theory, a new concept called superordinary capabilities 
has been proposed as the ability to continuously improve specific products or 
processes. However, it is unclear how are superordinary capabilities 



differentiated from dynamic capabilities and ordinary capabilities and how 
useful for the framework. To answer the questions, this paper redefines the three 
capabilities based on the order and the fitness and discusses the disputes within 
the framework regarding sustainable competitive advantage. It shows that 
dynamic capabilities and superordinary capabilities are higher-order dynamic 
abilities that increase evolutionary and technical fitness, respectively, and 
ordinary capabilities are lower-order static abilities that increases technical and 
evolutionary fitness. Also, it is suggested that the concept of superordinary 
capabilities resolves the disputes, and that sustainable competitive advantage 
depends on both of dynamic capabilities and superordinary capabilities, 
regardless of the business environment. 
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＜要　　約＞
ダイナミック・ケイパビリティ論に対しては，ダイナミック・ケイパビリティ概念自体の曖昧
さやその理論体系としての脆弱さが指摘されてきた。こうした状況の中，特定の製品やプロセス
を継続的に改良して効率性を高める能力として，スーパーオーディナリー・ケイパビリティとい
う新たな概念が提示された。しかし，その新たな能力概念が従来の能力概念とどのように区別さ
れ，またその理論体系の中でどのように位置づけられ，どのような点で有益なのかについては現
状明らかにされていない。そこで，本稿ではまず，ダイナミック・ケイパビリティやオーディナ
リー・ケイパビリティとの区別を明らかにするために，スーパーオーディナリー・ケイパビリ
ティ概念を詳細に検討し，従来の能力概念を含めて再定義した。その結果，ダイナミック・ケイ
パビリティは進化的適合度を高める高次のダイナミックな能力，スーパーオーディナリー・ケイ
パビリティは技能的適合度を高める高次のダイナミックな能力，オーディナリー・ケイパビリ
ティは技能的適合度と進化的適合度を高める低次のスタティックな能力として区別できることが
わかった。そのうえで，持続的な競争優位の源泉をめぐるダイナミック・ケイパビリティ論内部
の論争を取り上げ，スーパーオーディナリー・ケイパビリティ概念の導入がその理論体系にどの
ように役立つのかを検証した。本稿では各能力と持続的な競争優位の関係を再解釈することで，
スーパーオーディナリー・ケイパビリティ概念の導入によってその内部論争を解決できる可能性
があること，また持続的な競争優位は環境変化の激しさにかかわらず，ダイナミック・ケイパビ
リティとスーパーオーディナリー・ケイパビリティの両方に大きく依存することを示した。これ
らの結論は，スーパーオーディナリー・ケイパビリティ概念の導入がダイナミック・ケイパビリ
ティ論の理論体系を精緻化する可能性を示唆している。

＜キーワード＞
ダイナミック・ケイパビリティ，スーパーオーディナリー・ケイパビリティ，オーディナ
リー・ケイパビリティ，進化的適合度，技能的適合度，持続的な競争優位
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1 ．はじめに

1990年代に戦略経営分野に登場したダイナミック・ケイパビリティ（dynamic capabilities: DC）

概念は，その後 DC論としての理論化が試みられ発展を遂げてきた。そして今では，変化が激し
く不確実な現代のビジネス環境での経営に不可欠な能力として，学術界のみならず実務界からも
注目されている。一方，その概念自体の曖昧さや理論体系としての脆弱さも指摘されてきた。中
でも，オーディナリー・ケイパビリティ（ordinary capabilities: OC）やオペレーショナル・ケイパ
ビリティとの区別をめぐっては，DC研究者の中でも見解が分かれている。
こうした状況の中，DC論の主唱者の一人であるティースは，特定の製品やプロセスを継続 

的に改良して効率性を高める能力として，スーパーオーディナリー・ケイパビリティ
（superordinary capabilities: SC）という概念を提示した（Teece, 2023）。しかし，ティース（2023）
は SCの特徴を述べているが，DCや OCとの区別を必ずしも明確にしていない。それだけでなく，
SCが DC論の理論体系の中でどのように位置づけられ，SC概念の導入が DC論にどのように役
立つのかについて言及していない。
そこで，本稿では，SC概念をより詳細に検討し，DCや OCとの異同を明らかにすることを

第 1の目的とする。そのうえで，第 2の目的として，DC論における SC概念導入の意義を探り，
その理論体系の精緻化をもたらす可能性があることを明らかにする。第 2の目的の検討にあたっ
ては持続的な競争優位の源泉に関する文脈に焦点を当てるが，SC概念の導入による DC論の精
緻化はその他の文脈でもおそらく想定される。この点は今後の研究の方向性として結語で改めて
触れたい。本稿の結論は，以下の通りである。
（1）SCは技能的適合度を高めるダイナミックな能力である
（2 ）環境変化の激しさにかかわらず，企業の持続的な競争優位は DCと SCによってもたらさ
れる

これらのことを示すために，以下ではまず，DC論の基本的内容を概観し，本稿の扱う問題を
提起する。次に，SC概念を詳細に検討し，DC論における DC，SC，OCの区別を明らかにする。
そして，持続的な競争優位の源泉をめぐる DC研究内部での論争を取り上げ，SCを DCととも
に持続的な競争優位の源泉と解釈することによりその論争を解決し，DC論を理論体系として無
矛盾なものにできる可能性があることを示す。最後に，結語である。

2．ダイナミック・ケイパビリティ論とスーパーオーディナリー・ケイパビリティの登場

2. 1　ダイナミック・ケイパビリティ論の概要
ダイナミック・ケイパビリティとは，市場ニーズの変化や技術革新といったビジネス環境の変
化に適応する，あるいは自ら新たな環境を形成するために，社内または社外の既存資源を再活用，
再構成，再配置する模倣困難な企業能力のことである（Teece, 2007, 2009, 2014; Teece et al., 1997）。
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この能力は，感知，捕捉，変容という 3つのケイパビリティから構成される（Teece, 2007）。
まず，感知ケイパビリティは，ビジネス環境の変化を素早く察知し，自社にとっての機会を正確
に識別し評価する能力であり，社内での技術研究開発や顧客ニーズ調査などの活動を通じて培わ
れる。次に，捕捉ケイパビリティは，企業内外の資産の統合や再活用により，新たな商品やビジ
ネスモデルの開発，既存技術の改良などを通じて，感知された事業機会を捉える能力である。そ
して，変容ケイパビリティは，現状において成功している組織ルーティンを変更し，資産の再配
置や組織の再編成を通じて企業の持続的な刷新を可能にする能力であり，オープンイノベーショ
ンによる新技術への感度向上や，ナレッジ・マネジメントによる知識移転・ノウハウ統合の促進
などに基づいている。
このような能力概念の定義と分解にもかかわらず，DC概念の曖昧さは，しばしば批判の対象

とされてきた（Arend and Bromiley, 2009; Barreto, 2010; Fallon-Byrne and Harney, 2017）。とくに，日
常のオペレーションや管理業務を効率的に遂行する能力である OCとの間の明確な区別は難しい
といわれている（Helfat and Winter, 2011）。そこで，DCと OCの相違点を確認しておきたい
（Teece, 2014, 2023）。まず，OCは基本的な業務活動を「正しく遂行する（Doing things correctly）」
能力であり，それがもたらす結果はその活動が効率的に機能している程度を示す技能的適合度
（technical fitness）で評価される（Helfat et al., 2007）。また，この能力は社内で構築・蓄積されるだ
けでなく，製造業務のアウトソーシングのように，優れた OCを持つ外部企業から市場取引を通
じて調達することもでき，模倣も比較的容易とされる。
これに対して，DCは市場ニーズの変化や技術革新を反映した事業機会に適合するように「正
しい活動を遂行する（Doing the correct things）」 能力であり，それがもたらす結果は，その活動が
事業機会と一致して企業の生存や成長に貢献している程度を意味する進化的適合度（evolutionary 

fitness）で評価される（Helfat et al., 2007）。また，DCは，OCと異なり企業家精神に基づくその
企業独自のプロセスを含むことから，外部業者から購入できず社内で構築・蓄積しなければなら
ないうえ，模倣も難しいとされている。さらに，DCと OCの間には階層的な関係があり，DC

は OCを修正したり変化させたりするという意味で，より高次の能力とされる（Zollo and Winter, 

2002; Winter, 2003）。
そして，OCと DCでは競争優位との関連も異なる（Teece, 2014; Teece et al., 2016）。ビジネス環

境が安定している場合には，企業がその OCによって業務活動のベストプラクティスをどの程度
達成できるかが競争優位に直結する。しかし，現代のように変化が激しく不確実なビジネス環境
では，ベストプラクティスがすぐに普及して陳腐化したり，画期的な新技術の登場によって従来
の優れた業務の仕方が無価値化したりするため，既存の OCを新たな事業機会に適合するように
修正し変化させることの重要性が増し，強力な DCが持続的な競争優位をもたらす。
以上のように，DC論では，DCを OCと異なる能力と位置づけ，現代のビジネス環境に即し

た持続的な競争優位の源泉とみなしてきたが，その一方では，DCと OCの区別の曖昧さなども
指摘されてきたのである。
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2. 2　スーパーオーディナリー・ケイパビリティ概念の登場
こうした状況において，ティース（2023）は日本企業の最大の強みとして SC概念を提示し，
日本企業には DCが不足していることを強調した。ここで，SCとは特定の製品やプロセスの効
率化を目的として「よりよく遂行する（Doing the things better）」能力であり，これは経験や観察
を通じて学習していく力でもある。この能力は，企業独自のプロセスを含む DCほどは模倣が難
しくはないが，特定の製品やプロセスにおける年単位の学習が必要なため，OCに比べると模倣
がされにくい。また，この能力が日本企業の最大の強みとして提示されていることから，いわゆ
る「カイゼン」の能力とも解釈できるだろう

1）
。

このように DCとも OCとも異なる第 3の能力概念として SC概念が提示されたことは注目に
値する。しかし，ティース（2023）では SCの定義や特徴は DCや OCとの相違を意識しながら
述べられているものの，その検討は十分とはいえない。たとえば，SCは DCと同様に高次の能
力なのか，それとも OCと同様に低次の能力なのかといった点にはまったく言及されていない。
また，SCのもたらす結果の評価尺度が進化的適合度なのか，技能的適合度なのかといった点も
明確には語られていない。
もし SCとその他のケイパビリティの区別が明確にされないならば，SCは新たな能力概念と
して無意味であるばかりか，用語の使用をめぐる混乱を招く危険性すらある。これまで DCと
OCの区別に関する論争がなされてきた経緯からも，それら 2つのケイパビリティと SCの区別
も十分に検討しておく必要があるだろう。そこで，DC論における SC概念の導入を正当化する
第 1の条件として，次の問いに答える必要がある。

RQ 1 　DC，SC，OCはどのような点で区別でき，SCは実質的に新しい概念といえるのか

2. 3　スーパーオーディナリー・ケイパビリティ概念の導入は何をもたらすのか
さらに重要なことは，ティース（2023）は SCが DC論の理論体系の中でどのように位置づけ

られ，この概念の導入が DC論にどのような点で有益なのかを述べていないことである。たとえ
SCと他の 2つのケイパビリティを明確に区別できたとしても，SCという新たな概念をあえて提
示することが DC論に何ら貢献しないならば，それは無価値である。したがって，SC概念の導
入を正当化する第 2の条件として，次の問いに答える必要がある。

RQ 2 　SC概念の導入は DC論にどのような理論的貢献をもたらすのか

この第 2の問いについて，主に本稿では特定の文脈，すなわち持続的な競争優位の源泉をめぐ
る文脈に焦点を当てて議論する。上述のように，DC論における持続的な競争優位の源泉は，ビ
ジネス環境が安定している場合には OC，環境変化が激しい場合には DCであるといわれる

1）日経ビジネス「ダイナミック・ケイパビリティと日本 不確実性をマネジメントせよ」（2023年 6 月19日号
pp.100‒103）も参照。
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（Teece, 2014）。しかし，DC研究の中には，ウィンター（2003）のように DCを持続的な競争優位
の源泉とみなさない見解もある。そこで，本稿では，SC概念の導入がこのような問題状況を解
消し，DC論の理論体系としての無矛盾性（内部整合性）の担保に寄与する可能性を明らかにし
たい

2）
。

3 ． 3 つのケイパビリティの区別と再定義

3. 1　スーパーオーディナリー・ケイパビリティとは何か
ここでは，第 1の問い，すなわち「DC，SC，OCはどのような点で区別できるのか」につい
て考えてみたい。具体的には，「SCは DCと同様に高次のケイパビリティなのか，それとも OC

と同様に低次のものなのか」，そして「SCの評価尺度は進化的適合度なのか，技能的適合度なの
か」というティース（2023）の言及していない 2つの観点から検討する。
まず，ケイパビリティの階層に関する第 1の観点について，SCは DCと同様に高次の能力に

属すると考えられる。SCは上述の定義により，学習を通じて製品やプロセスを継続的に改善・
改良する能力である。ここで，特定の製品やプロセスに関する 1つ 1つの活動の仕方やその効率
性の程度は，それぞれに対応する OCに依存するだろう。だとすれば，SCは OCを継続的に改
良する力であり，OCを何らかの方向へ修正するという意味で，DCと同様に OCよりも高次の
能力であると考えられる。たとえば，ある製品を製造する加工・組み立て・包装といった業務の
効率性は，関連する OCが強いほど高くなる。そして，強力な SCを持つ企業は，経験や学習を
通じてその OCを強化させることに成功し，その結果として製造活動の効率性を向上させるだろ
う。
次に，能力のもたらす結果に関する第 2の観点について，SCのもたらす結果の評価は技能的
適合度で測定されると考えられる。というのも，SCは特定の製品やプロセスの技能的な効率化
を目的とするからである（Teece, 2023）。つまり，強力な SCを持つ企業はその製品やプロセスに
関連する高い効率性を享受するが，SCの強さはその製品やプロセスが事業機会を捉えるものか
どうかとは関連しない。
以上の考察を踏まえ，DC，SC，OCの特徴を整理したものが表 1である。 3つのケイパビリ
ティの特徴を端的にいえば，DCは進化的適合度に貢献する高次の能力，SCは技能的適合度に
貢献する高次の能力，OCは技能的適合度（および進化的適合度）に貢献する低次の能力というこ
とになろう

3）
。

3. 2　ケイパビリティの二項対立がもたらす問題とその解決
これまでの DC論研究では DCと OCの区別が注目されてきた。そうした二項対立的な見方に

2）Popper（1959）によれば，理論体系の無矛盾性は反証可能性に先立つ，経験的理論が満たすべき必須の
要件である。
3 ）OCが技能的適合度だけでなく進化的適合度にも貢献する点に関する検討は後述する。
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より，高次の能力は進化的適合度に密接に関連し，低次の能力は技能的適合度に密接に関連する
ものと暗にみなされ，技能的適合度に貢献する高次の能力や進化的適合度に貢献する低次の能力
の存在には注意が向けられてこなかった。しかし，実際には，SCのように技能的適合度に貢献
する高次の能力が企業には備わっている。また，たとえ DCが弱い企業であっても運よく現在の
業務活動がビジネス環境変化に適合し，結果的に高い進化的適合度を達成することもあるため，
その活動を直接支える低次の能力（OC）も進化的適合度と関連する可能性がある。
つまり，DCと OCの二項対立を前提とする従来の見方は，その次元とその結果の評価尺度の
いずれかによってケイパビリティを区別してきたが，SC概念の導入は次元と評価尺度という 2
軸によるケイパビリティの区別を提案し，その結果，新しい種類のケイパビリティの存在に光を
当てるとともに，DCと OCという既存の能力概念の範囲を明確化することにも寄与する。

SCを第 3のケイパビリティ，すなわち技能的適合度に貢献する高次の能力とみなすならば，
残る問題は，進化的適合度に貢献する低次の能力を第 4のケイパビリティとみなすか，あるいは
3つのケイパビリティのいずれかとみなすかである。ここでは，その能力を OCの一種とみなす
ことを提案する。というのも，まず OCに基づく業務活動の内容がその技能的な効率性だけでな
く，企業の生存や成長を直接に実現するからである。また，第 4のケイパビリティ概念を新たに
提示する積極的な理由も今のところ存在せず，理論としての簡潔さや明快さの観点からは無用な
能力概念を増やすことは望ましくないこと，さらに，DCは高次の能力，OCは低次の能力であ
る点は一般に認められている（Teece, 2014; Winter 2003; Zollo and Winter, 2002）一方で，進化的適
合度で評価される能力のすべてが DCであるとは主張されていないこともその理由である。

表 1　 3つのケイパビリティ概念の比較

オーディナリー・ 
ケイパビリティ（OC）

スーパーオーディナリー・ 
ケイパビリティ（SC）

ダイナミック・ 
ケイパビリティ（DC）

目的 基本職能の 
技能的な効率化

特定の製品・プロセスの 
技能的な効率化

事業機会との一致， 
長期的な戦略的適合

次元 低次の能力 高次の能力 高次の能力

構成要素 オペレーション，管理， 
ガバナンス

実行・使用・観察に 
基づく学習

感知，捕捉，変容

模倣可能性 比較的容易に模倣可能 複数年の取り組みで模倣可能 模倣困難または不可能

優先事項 “Doing things correctly” 
効率的なオペレーション

“Doing things better” 
継続的な改良

“Doing the correct things” 
技術革新・ビジネスモデルの 

イノベーション

結果・評価 技能的適合度／進化的適合度 技能的適合度 進化的適合度

時間軸 スタティック ダイナミック ダイナミック

（出所）ティース（2014，2023）を基に，著者が加筆修正して作成。
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3. 3　 3 つのケイパビリティの再定義：時間軸との関係から
以上の考察から，DCを進化的適合度に貢献する高次の能力，SCを技能的適合度に貢献する
高次の能力，OCを技能的適合度と進化的適合度に貢献する低次の能力と再定義できる。しかし，
高次と低次の能力の間にはどれほどの差があるのだろうか。これまでの主要な研究は，DCと
OCの区別をビジネス環境の変化の程度と紐づけてきた（Teece, 2007, 2014; Teece et al., 1997, 2016）。
変化の激しい環境では，日常の業務活動やそれを支える OCを修正する必要があり，高次の修正
能力としての DCがその役割を果たす。これに対して，実際のビジネス環境はつねに変化してい
るため，OCも DCも変化への対応を多かれ少なかれ内包しており，両者の違いは観察者の視点
や観察期間の長さによる程度の問題でしかないという見解もある（Helfat and Winter, 2011）。たと
えば，観察者が企業の活動を近くから見れば変化に対応しているように見えるが，遠くから見れ
ば今まで通りの活動をしているように見える。同様に，短期的に見れば変化に対応しているよう
に見える企業の活動が，長い時間の中で見れば今まで通りの活動を続けているようにも見えてし
まう。こうした見解によれば，DCと OCの区別は非常に曖昧なものになってしまう。さらに，
同様の理由から，SCと OCの次元に基づく区別も曖昧になる可能性がある。
このような DC論における能力概念の曖昧さを解決するために，ここでは，時間経過を前提と

するか，時間を固定するかという時間軸に着目した新たな区別を提示したい。この分類基準では，
DCと SC，すなわち高次の能力は時間経過を前提とした「ダイナミック（動態的，動学的）」な能
力と位置づけられ，低次の能力としての OCは時間経過を考慮しない，ある一時点の「スタ
ティック（静態的，静学的）」な能力と位置づけられる。
ここで重要なことは，ダイナミックなのかスタティックなのかという問題は，ビジネス環境の

変化の激しさの問題とは異なることである。DC論では変化の激しい環境と変化の少ない安定し
た環境がつねに対比されるが，これらはどちらも時間経過を前提としたダイナミックな議論であ
る。むしろ，こうしたダイナミックな議論を対象とするのが DC論の大きな特徴である。それに
もかかわらず，従来の議論では，変化の少ない安定した環境をスタティックな能力である OCと
紐づけてきたのである。
本来，DC論における OCはスタティックな議論の中に位置づけられるべきである。たとえば，

より古典的な戦略論であるポジショニング論（Porter, 1980, 1985）や資源ベース論（Barney, 1991; 

Rumelt, 1984; Wernerfelt, 1984など）では，基本的には時間経過のない世界が想定され，業界内で
のある時点のポジションや，ある時点で企業が保有する経営資源が，その時点の競争優位に直結
すると考えられてきた

4）
。ただし，ここで OCを必ずしも現在の業務活動をおこなう能力（Winter, 

4 ）ポジショニング論や資源ベース論には時間的要素がまったく含まれていないわけではない。たとえば，ポ
ジショニング論における参入障壁や移動障壁の議論には，参入や移動という時間経過を想定した概念が含ま
れている。また，コア・コンピタンス論のように経験，学習，資源蓄積といった時間経過を含む概念に注目
する議論もある。しかし，これらの議論の主要な点は，参入障壁や移動障壁，あるいは資源蓄積が結果的に
将来の一時点における競争優位に直結するということにあり，参入障壁や移動障壁が時とともにどのように
形成されていくのか，あるいは学習や資源蓄積が時間とともにどのように実現されていくのかというダイナ
ミックな論点が重視されているわけではない。
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2003）と理解してはならない。OCは過去あるいは将来の一時点の能力でもありうる。つまり，
比較静学的なアプローチを採用することで，過去，現在，将来の様々な点において企業の異なる
OCとそれに基づく業務活動を想定することができる。そして，現在の OCが将来のある時点で
より強力な OCに変化するように，異なる時点の OCがどのように異なるものになるのかはダイ
ナミックな問題である。このように OCをダイナミックに変化をさせる存在が，DCや SCとい
うダイナミックで高次な能力なのである。
ここまでの議論を整理しよう。以上では DC，SC，OCの区別を明確にするために，これらの
概念の定義を再検討し，表 2のように，それらを （1） その結果の評価尺度と （2） 時間軸あるい
は次元に基づいて分類することを提案した。この分類にしたがえば，DCは進化的適合度を高め
る高次のダイナミックな能力，SCは技能的適合度を高める高次のダイナミックな能力，そして，
OCは技能的適合度と進化的適合度を高める低次のスタティックな能力である。この再定義によ
り，DC論における 3つの能力概念は明確に区別され，理論体系内部での矛盾の危険性を減らす
ことができるだろう。

4．ダイナミック・ケイパビリティ論における持続的な競争優位の源泉

4. 1　持続的な競争優位の源泉をめぐる内部論争
次に，「SC概念の導入は DC論にどのような理論的貢献をもたらすのか」という第 2の問いに

関する考察を進めよう。ここでは，持続的な競争優位の源泉に関する論争に焦点を当てる。この
文脈を取り上げるのは，DC論が戦略経営論の流れを汲み，中でも資源ベース論の限界を解決す
る発展形の理論とみなされているからである（菊澤，2019；永野，2018；Nagano, 2020）。戦略経営
論では，企業の持続的な競争優位の源泉は何かという問題は特別な重要性を持つ問いである。
それにもかかわらず，持続的な競争優位の源泉をめぐり，DC論を主張する研究者の間でも意

見が分かれている。その主要なものが，上述のティースら（Teece, 2007, 2012, 2014; Teece et al., 

1997, 2016）とウィンターら（Helfat and Winter, 2011; Winter 2003; Zollo and Winter, 2002）の見解の対
立である。ティース（2014）によれば，ビジネス環境の変化が安定的な場合には OC，そして環
境変化が激しい場合には DCがそれぞれ持続的な競争優位の源泉であった。これに対して，ウィ

表 2　 3つのケイパビリティ概念の区別

結果／評価尺度

技能的適合度 進化的適合度

ケイパビリティ
の特徴

高次／
ダイナミック

スーパーオーディナリー・
ケイパビリティ

ダイナミック・ケイパビリティ

低次／
スタティック

オーディナリー・ケイパビリティ

（出所）著者作成。
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ンターらは以下の理由から，持続的な競争優位の源泉は環境変化の激しさにかかわらず特異な
OCにあり，DCは持続的な競争優位に貢献するとは限らないと主張する（西谷，2018，2023）。
第 1に，上述のように，環境変化の激しさや企業による変化への対応の程度は観察者の視点や
観察期間に依存するため，DCと OCを区別することは難しい（Helfat and Winter, 2011）。そのため，
DCは環境変化の激しいときだけでなく，変化が激しくない場合にも有用である。インテルによ
る半導体チップの開発やウォルマートによる新店舗の出店は，それほど大きな変化への対応では
ないが，DCを活用して従来の OCや業務活動を適切に修正し変化してきた事例だという。第 2
に，DCは OCを修正して特定目的の OCを新たに獲得するという意味で「高次」と呼べるが，
そこに優れた OCを作り出すという意味合いはない（Winter, 2003）。たとえば，DCによる OCの
変化が新製品開発の成功という結果をもたらすとしても，DCがつねに成功的な製品を生み出す
わけではない。つまり，DCは環境変化への適切な対応の必要条件であるとしても，十分条件と
はいえない。
第 3に，DCの構築には様々なコストがかかるため，単に競争相手の製品やプロセスを模倣し
てその場しのぎをする方が効率的な場合もある（Winter, 2003）。DCの構築には新製品開発等の
一連のプロセスに関わる人件費や設備費に加え，その変化を可能にする組織レベルの学習が求め
られる。こうした組織学習には，多くの経験の蓄積に加え，経験から得た知識の明瞭化や成文化
が必要となり，コストがかかる。
ウィンターらの見解は一見すると DC論に批判的に見えるが，彼らは DC論自体に懐疑的とい
うわけではない。実際，DCを OCよりも高次の能力と明確に位置づけ，DCが新たな OCの獲
得を通じてその競争優位に影響を与えることを認めている（Winter, 2003; Zollo and Winter, 2002）。
つまり，DC論の理論体系は，その内部に持続的な競争優位の源泉をめぐる異なる見解が並立し，
自己矛盾の危険をはらんだ状況にあることがうかがえる。

4. 2　持続的な競争優位の源泉 再考
そこで，この論争状態の解決を試みたい。論理的に考えうる 1つの解決策は，どちらかの見解

を採用し，どちらかの見解を退けることである。しかし，仮にウィンターらの見解を退けて
ティースらの見解を採用するならば，環境変化の激しさと企業による変化対応は程度の問題にす
ぎないという批判を無視することは難しい。DCと OCの区別が曖昧になってしまうからである。
反対に，ティースらの見解を退けてウィンターらの見解を採用するならば，持続的な競争優位の
源泉となる OCをどのように生み出すのかという問題を説明できない。というのも，ウィンター
らは，DCを体系的な組織変化能力とみなしており，事業機会への適合を可能にする企業家精神
の発揮を DC論の理論体系の枠外に置いてしまうからである（Teece, 2012）。
したがって，この論争の解決のためには第 3の見解を探る必要がある。ティースらとウィン
ターらの見解はいずれも，スタティックな環境としての変化の少ない安定した環境と，ダイナ
ミックな環境としての変化の激しい不確実な環境という，変化の程度を基準にした解釈にした
がっている。そして，ティースらはこの違いを DCと OCの区別の重要な基準とする一方，ウィ
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ンターらはこの違いを程度の問題とみなし，重要ではないとしたのである。これに対して，第 3
の新たな見解では上述の議論と同様に，変化の少ない環境と変化の激しい環境をいずれも時間経
過を前提とするダイナミックな環境，ある一時点の環境をスタティックな環境とみなす。そして，
DCをダイナミックな環境に対応する能力，OCをスタティックな環境に対応する能力とみなす。
このような時間経過の有無によるビジネス環境やそれに対応する能力の区別は，程度の問題では
ない。というのも，ダイナミックな環境とスタティックな環境は 2つの排反な環境ではなく，つ
ねに同時に発生しているからである。
しかし，この解釈が成り立つとすると，インテルの半導体チップの開発のように環境変化がそ
れほど急激でなくとも時とともに構築される競争優位の源泉が不明瞭になってしまう。時ととも
に構築されるため OCはその源泉となりえず，環境変化が激しくないため DCもまたその源泉と
はなりにくいからである。そこで，第 3の見解では，こうした競争優位の源泉として，技能的適
合度を高めるダイナミックな能力である SC概念の導入が必須となる。
そして，この見解にしたがえば，持続的な競争優位の源泉は以下のように再解釈できる。まず，
ある一時点の競争優位はその時点の OCの強さに依存し，その強さは技能的適合度と進化的適合
度の両面から評価される。技能的適合度や進化的適合度が競争相手よりも高いほど，企業は効率
的で事業機会に適合した活動を実行できるため，強力な競争優位を構築しているといえる。ただ
し，ここでの競争優位は必ずしも短期的なものだけを指すわけではない。ある一時点は，現在だ
けではなく過去や将来の一時点のこともあるだろう。それゆえ， 5年前も，現在も，そして 5年
後も同じ OCが継続して競争優位を持つならば，それは持続的な競争優位とみなすことができる。
したがって，スタティックな観点では（ウィンターらの見解と類似して）OCが持続的な競争優位
の源泉といえる。
しかし，OCのみを持続的な競争優位の源泉とみなすならば，その OCが時間経過に伴ってど
のように変化するのか，競争劣位にあった企業が将来持続的な競争優位を構築するのはなぜか，
反対に競争優位を維持してきた企業が次第に競争優位を失っていくのはなぜか，といった問題に
ついて何ら説明を与えられない。そこで，SCと DCも持続的な競争優位の源泉と位置づける必
要がある。SCは技能的適合度を向上あるいは低下させ，DCは進化的適合度を向上あるいは低
下させることを通じて，ある時点の競争優位の決定要因の一部となる。
したがって，OCと SCと DCのいずれもが持続的な競争優位の源泉となり，これらの関係は
図 1のように示すことができる。まず，ある時点 tでの競争優位は OCに依存し，その時点の
OCがもたらす進化的適合度と技能的適合度から評価される。そして，ある企業の SCと DCの
強さは，現時点（t＝ 0）での OC（OC0）のもたらす競争優位から，将来時点（t＝ 1）における
OCの競争優位への変化の方向性とその程度に影響を与える。
（1） SCは強いが DCは弱い企業は，将来の OC（OC1）では進化的適合度の向上は少ない（場
合によっては低下する）が，技能的適合度は大きく向上し，効率性の点で競争優位が強化される
だろう。それに対し，（2） SCは弱いが DCは強い企業では，将来の OC（OC2）は，技能的適合
度にはあまり変化がないが，進化的適合度が大きく向上し，変化した事業機会を捉えて競争優位
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が強化される。そして，（3） SCも DCも強い企業の将来の OC（OC3）は，技能的適合度と進化
的適合度がともに大きく向上し，持続的な競争優位を構築する可能性が高いだろう。
持続的な競争優位の源泉に関するこの新たな解釈は，DCと OCの区別を明確にしながらもそ
の区別を環境変化の程度の問題に帰着させないことで，ティースらとウィンターらの両見解の問
題点を解消しながら，DC論における内部整合的で折衷的な競争優位論を提示できる。さらに，
この解釈からは，従来の議論とは異なる主張も引き出される。第 1に，ある時点の競争優位は
DCと SCの影響を受けた OCに依存する。それゆえ，強力な DCを持つ企業であっても過去や
現在の OCが弱ければ，将来の競争優位を構築することは難しい。第 2に，環境変化の激しさの
程度は持続的な競争優位の源泉と無関係ではなく，DCと SCの相対的な重要性に影響する。た
とえば，変化の激しいビジネス環境では，まず企業の製品やプロセスを将来の環境に適合させ続
けることが求められ，進化的適合度が技能的適合度に先立って重要となるからである。第 3に，
持続的な競争優位の構築には DCと SCの両方が必要であるため，強力な DCを持つ企業であっ
ても，SCが弱ければ将来の競争優位を構築できない。つまり，従来の議論と同様に変化の激し
いビジネス環境では DCが重要性を持つ一方，（従来の主張とは異なって）非常に変化の激しいビ
ジネス環境でさえも強力な DCは持続的な競争優位の十分条件とはならないといえる。

4. 3　 3 つのケイパビリティから見る競争優位構築のパターン
ここで提示した新たな見解に基づけば，企業が持続的な競争優位の構築に成功したり失敗した
りするパターンは表 3のように類型化できる。ここでは，企業の現時点の OC，SC，DCがそれ
ぞれ競合他社よりも強い場合と弱い場合に単純に区別し，持続的な競争優位あるいは競争劣位に
至る 8つのパターンを整理した。
まず，（1）～（4）のパターンはいずれも，現時点で OCが強く，すでに競争優位を構築している
企業を示している。（1） 3 つのケイパビリティのすべてが強い企業は，ビジネス環境が激しく変
化しようとも，安定的であろうとも高い進化的適合度と技能的適合度を達成し，持続的な競争優

図 1　 3つのケイパビリティと技能的適合度・進化的適合度

技能的適合度

（2）

（3）

（1） OC1OC0

OC2 OC3

進
化
的
適
合
度

（出所）著者作成。
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位を維持する「万能タイプ」である。（2） 現時点の OCと SCは強いが DCは弱い企業は「宝の
持ち腐れタイプ」と呼べる。このタイプの企業は，時とともに技能的適合度を向上させるが，ビ
ジネス環境の変化が起こるとその技能を新たな環境に合わせた方法で活用できず，事業機会への
適合に失敗してしまう。このような企業は現時点で確固たる競争優位を構築していても，激しい
環境変化が起こった場合にはその優位性を失う可能性が高い。反対に，（3） 現時点の OCと DC

は強いが SCは弱い企業は，他社よりも先んじて環境変化に適応して競争優位を構築できるが，
技能的適合度がなかなか向上しないために他社の追随を許し，次第に競争優位を失う可能性もあ
る「先行尻すぼみタイプ」である。そして，（4） 現時点の OCは強いが，SCと DCがともに弱
い企業は，現時点でのみ一時的な競争優位を保持している「短命タイプ」である。このタイプの
企業は時が経つにつれ，その優位性を失ってしまうだろう。
一方，（5）～（8）のパターンは，現時点で OCが弱く競争劣位にある企業である。（5） 現時点の

OCは弱いものの，SCと DCが強い企業は，現在は他社に遅れをとっているが，時とともにそ
の技能的適合度と進化的適合度を向上させ，長い目で見れば競争優位を構築して維持する「大器
晩成タイプ」である。次に，（6） 現時点の OCと DCは弱いが SCは強い企業は「地道コツコツ
タイプ」と呼べる。このタイプの企業は，コツコツと技能的適合度を向上させ，徐々に他社に追
いつき競争優位を構築する可能性もあるが，ビジネス環境が大きく変わってしまうとその変化に
対応できない。そのため，企業自身は力を伸ばしている実感があるのに競争優位につながらない
という悩みを抱えるだろう。そして，（7） 現時点の OCと SCは弱いが DCは強い企業は，環境
変化に素早く適応し，新たな事業機会を捉えるビジネスに取り組めるが，業務を効率的に遂行で
きないためにその環境適応が「その場しのぎ」にしかならないタイプである。そのため，他社に
先行して新規事業に成功しても，その後は模倣者からの巻き返しに苦しむことになる。最後に，
（8） 3 つのケイパビリティのすべてが弱い企業は，現時点でも将来的にも競争優位を構築できな
い「最弱タイプ」である。
この類型化は，企業が持続的な競争優位の構築と維持に失敗しないための対策も示唆している。

表 3　 3つのケイパビリティと持続的な競争優位

現状 OC SC DC 競争優位のパターンと結果

（1） 強い 強い 強い 万能タイプ：環境変化を問わず，持続的な競争優位

（2） 強い 強い 弱い 宝の持ち腐れタイプ：持ち前の技能を環境変化に合わせて使えない

（3） 強い 弱い 強い 先行尻すぼみタイプ：先発者となるが，その後は模倣者に敗北

（4） 強い 弱い 弱い 短命タイプ：競争優位が持続せず，長期的には劣位に

（5） 弱い 強い 強い 大器晩成タイプ：短期的には劣位だが，長期的には競争優位を構築

（6） 弱い 強い 弱い 地道コツコツタイプ：変化の激しい環境では芽が出ない

（7） 弱い 弱い 強い その場しのぎタイプ：環境変化に対応するが，実力が伴わない

（8） 弱い 弱い 弱い 最弱タイプ：現在も将来も競争優位を得られない

（出所）著者作成。
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たとえば，（2）「宝の持ち腐れタイプ」や（6）「地道コツコツタイプ」は，その DCが弱いために新
たなビジネス環境への適応に失敗する可能性が高い。これらの企業は現在の事業や活動の強化に
集中しすぎず，環境変化を素早く感知する努力や柔軟な組織づくりを心がける必要がある。これ
は，DC論がこれまで示してきた重要な教訓でもある。
それに対して，（3）「先行尻すぼみタイプ」や（7）「その場しのぎタイプ」は，ビジネス環境が激
しく変化した場合に競争優位を構築できる可能性があるが，その SCが弱いために他社の模倣に
よって追随されたり，追い抜かれたりしてしまう。とくに，他社が強い SCを持つ場合にはその
危険性が高くなる。これらの企業は事業機会を的確に捉えることばかりに気をとられるのではな
く，製品やプロセスの効果的かつ継続的な改善にも注力すべきである。

5．結語

本稿では，DC論に新たに登場した SC概念に着目し，以下の 2つの問いについて考察してきた。

RQ 1 　DC，SC，OCはどのような点で区別でき，SCは実質的に新しい概念といえるのか
RQ 2 　SC概念の導入は DC論にどのような理論的貢献をもたらすのか

第 1の問いについて，DC，SC，OCの明確な区別を可能にして DC論の理論体系内部での混乱
を避けるために，それぞれの概念の再定義を試みた。その結果，DCは進化的適合度を高める高
次のダイナミックな能力，SCは技能的適合度を高める高次のダイナミックな能力，OCは技能
的適合度と進化的適合度を高める低次のスタティックな能力として区別された。また，第 2の問
いについて，持続的な競争優位の源泉をめぐる DC論内部での論争を取り上げ，上述の DC，SC，
OCの区別を用いて論争の解決を図れる可能性があることを示した。そして，企業の持続的な競
争優位は，環境変化の激しさにかかわらず，DCと SCの両方に大きく依存することが示された。
これらの結論は，SC概念の導入によって DC概念の曖昧さの問題や DC論の理論体系内部の
論争が解決され，DC論が理論体系として精緻化される可能性があることを示している。これが
本稿の理論的貢献である。また，表 3のような持続的な競争優位構築の成功と失敗の類型化は，
自社や競合他社がどのタイプに該当するのか，そして持続的な競争優位構築にあたっての自社の
課題は何かを経営陣が把握するためのヒントを提供している。これまでの DC論では，変化の激
しいビジネス環境下での DCの有効性が主張されてきたが，本稿の結論は，DCは緩やかに変化
する環境でも重要である一方，強力な DCを持っていても SCに乏しい企業は持続的な競争優位
を構築できないことを示唆している。これらは，ダイナミックな環境での企業経営に関する重要
な実務的インプリケーションである。
こうした貢献がある一方，本稿の結論には残された課題もある。その主要なものは，考察が概
念的なものにとどまっており，その結論に基づいてどのような経験的な仮説が提示され，それが
どのように検証されるのかという実証的な観点からの考察に至っていないことだろう。この点は
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今後の研究課題としたい。
最後に，今後の研究の方向性として，SC概念導入が DC論にもたらす可能性のある理論的貢
献のその他の例をあげておこう。その 1つは，ダイナミックな環境での企業境界の決定に関する
ものである。DC論では，ダイナミックな環境では，取引コストの節約だけでなく必要なケイパ
ビリティの入手や専有が企業境界を決定する重要な要素となると考えられている（橋本，2018, 
2022；Hashimoto, 2021; Teece, 2010）。しかし，SCの観点からは，たとえば必要な補完的ケイパビ
リティを入手するために提携した外部業者との取引コストを時とともに引き下げていく能力の高
い企業は，外部業者の内部化や社内でのケイパビリティ開発をすることなく，変化する環境への
適応に必要なケイパビリティの入替を提携という形で素早くおこなえる可能性がある。また， 2
つ目の研究の方向性は，ダイナミックな環境でのコーポレートガバナンスのあり方である。DC

論では，ダイナミックな環境においては，経営陣の不正な行為の監督よりも経営陣の DCの発揮
を促すことがコーポレートガバナンスの重要な役割だとされている（橋本，2021；Teece, 2007）。
しかし，SCを考慮すれば，単に独立社外取締役を増やして監督機能を強化するだけでなく，そ
の監督機能を時とともにどのように強化していくのかについてもダイナミックな環境での重要な
もう 1つの課題となるだろう。このように，本稿の議論は持続的な競争優位，企業境界，コーポ
レートガバナンスといった戦略経営における重要なテーマに関するダイナミックな理論を発展さ
せるための端緒となるだろう。

＊本研究は，JSPS科研費 JP22K13462の助成を受けたものである。
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